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1. 目的 

本資料は，リサイクル燃料備蓄センター（以下「ＲＦＳ」という。）に設置

する金属キャスクについて，多様な使用済燃料の収納と搬出に向けたＲＦＳ

の備えに加えて，使用済燃料の多様化に伴うＢＷＲ用大型キャスク（タイプ

２）の溶接検査の取り扱いについて補足説明するものである。 

 

 

2. 金属キャスクへの多様な使用済燃料の収納に関する補足事項 

2.1 ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）に収納できる使用済燃料集合体

について 

(1) 概要 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）の構造については，ＢＷＲ用大型キ

ャスク（タイプ２）と同一である。 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）は，第 2.1－1 表に示す通り，ＢＷ

Ｒ用大型キャスク（タイプ２）に，多様な種類のＢＷＲ燃料集合体を収納で

きることを確認し識別したものである。 

第 2.1－1 表 収納可能なＢＷＲ燃料集合体の種類 

金属キャスク

の 名 称 
タイプ２ タイプ２Ａ 

収納可能 な 

使用済燃 料 

集合体の種類 

 

・新型８×８ジルコニウム  

ライナ燃料 

 

・新型８×８燃料 

・新型８×８ジルコニウム  

ライナ燃料 

・高燃焼度８×８燃料 

(2) 設計 

事業許可申請書では，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）及びＢＷＲ用大

型キャスク（タイプ２Ａ）を記載して許可された。 

表 2.1－2 にＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）に収納できることを確

認したＢＷＲ燃料集合体の主要仕様及び主な設計改良を示す。 

また，表 2.1－3 には，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）に収納でき

ることを確認した基本的安全機能の評価条件の比較を示す。 

表 2.1－3 の通り，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）の基本的安全機

能（使用済燃料の臨界防止を除く。）に関する評価については，ＢＷＲ用大

型キャスク（タイプ２）を包含する条件であり，ＢＷＲ用大型キャスク（タ

イプ２）の基本的安全機能に関する評価も満足する設計である。使用済燃料

の臨界防止の機能については，評価条件上厳しい高燃焼度８×８燃料を収

納する条件で基準を満足する設計である。
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第 2.1－2 表 収納可能なＢＷＲ燃料集合体の主要仕様 

燃料集合体 

の種類 

新型８×８燃料 

（RJ燃料） 

新型８×８ジルコニウム 

ライナ燃料（BJ 燃料） 

高燃焼度８×８燃料 

（STEPⅡ燃料） 

燃 料 材 質 二酸化ウラン 二酸化ウラン 二酸化ウラン 

被 覆 管 材 質 ジルカロイ－2 
ジルカロイ－2 

（ジルコニウムライナあり） 

ジルカロイ－2 

（ジルコニウムライナあり） 

燃 料 理 論 

密 度 （ ％ ） 
約 95 約 95 約 97 

被 覆 管 

肉 厚 （ m m ） 
約 0.86 約 0.86 約 0.86 

燃 料 有 効 長 

（ ｍ ） 
約 3.7 約 3.7 約 3.7 

燃 料 棒 配 列 8×8 8×8 8×8 

集合体当りの 

燃料棒数（本） 
62 62 60 

平 均 濃 縮 

度 （ w t % ） 
約 3.0 約 3.0 約 3.4 

ウ ラ ン 

重 量 （ k g ） 
約 170 約 170 約 170 

取替燃料集合体 

平 均 燃 焼 度 
約 29,500 約 33,000 約 39,500 

燃 料 集 合 体 

最 高 燃 焼 度 
40,000 40,000 50,000 

燃料集合体の 

構 造 図 

  

燃料集合体の 

主な設計改良 

（ 参 考 ） 

1. ウォータロッドは従

来の 1 本から 2 本に

増加。 

1. 被覆管の内側に約

0.1 mm 厚さのジルコ

ニウムをライナ（内

張り）。 

1. 太径 1本のウォータロッドを集合体中央に配し，

その周りに燃料棒 60 本を 8×8に配して構成 

2. 濃縮度を従来よりも高めた。 

3. 燃料棒の初期ヘリウム加圧量の増加，ペレット密

度を増加させた。 

以上の設計改良により除熱性能を向上させ，高燃焼

度化を図った。 

補足：黄色マーカーの仕様は，燃料集合体の主な設計改良（参考）により変更となった仕様。 

出典：「軽水炉燃料のふるまい（改訂第 5版）」：（財）原子力安全研究協会，2013.3 

被覆管 

（ジルカロイ－2） 

燃料（二酸化ウラン） 

ジルコニウムライナ 

高燃焼度８×８燃料 

（STEPⅡ燃料）の断面イメージ 

新型８×８燃料（RJ 燃料）

の断面イメージ 

被覆管（ジルカロイ－2） 燃料（二酸化ウラン） 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料 

（BJ 燃料）の断面イメージ 

被覆管（ジルカロイ－2） 

燃料（二酸化ウラン） 

ジルコニウムライナ 
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第2.1－3表 収納可能なＢＷＲ燃料集合体仕様の違いによる基本的安全機能の設計における条件の比較＊1 

項目 

主な評価条件 

考え方 

ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ） 

  
ＢＷＲ用大型キャスク 

（タイプ２） 
 

新型８×８燃料 
新型８×８ 

ジルコニウムライナ

燃料 

高燃焼度 

８×８燃料 新型８×８燃料 

のみ収納 

新型８×８ 

ジルコニウムライナ 

燃料と混載 

臨界防止機能 
モデル 

バンドル 

燃料棒数（本） 62 62 60 実形状 

濃縮度（wt%） 約 3.1 約 3.1 約 3.7 最大値＊2 

燃料理論密度（％） 95 95 97 実仕様 

遮へい機能 線源強度 

ウラン重量（kg） 177 177 174 最大値 

濃縮度（wt%） 約 2.9 約 2.9 約 3.4 最小値 

最高燃焼度（MWd/t） 28,500 34,000 40,000 40,000 事業者側で選定 

平均燃焼度（MWd/t） 26,000 34,000 34,000 34,000 事業者側で選定 

軸方向燃焼度分布 考慮 考慮 考慮 考慮 燃料調査より設定 

冷却期間（年） 24 18 18 事業者側で選定 

燃料有効部のガンマ線の線源

強度（photons/s） 

（キャスク 1 基当たり） 

5.8×1016 7.1×1016 8.9×1016 8.9×1016 ＯＲＩＧＥＮ2 コードによる燃焼計算結果 

構造材放射化ガンマ線の線源

強度（60Co:Bq） 

（キャスク 1 基当たり） 

4.6×1013 5.5×1013 1.3×1014 1.3×1014 
放射化計算式による 

計算結果 

全中性子源強度（n/s） 

（キャスク 1 基あたり） 
2.9×109 7.5×109 1.4×1010 1.0×1010 ＯＲＩＧＥＮ2 コードによる燃焼計算結果 

閉じ込め機能 

燃料被覆管内

の核分裂生成

ガス量 

ウラン重量（kg） 177 177 174 最大値 

濃縮度（wt%） 約 2.9 約 2.9 約 3.4 最小値 

平均燃焼度（MWd/t） 26,000 34,000 34,000 34,000 事業者側で選定 

冷却期間（年） 24 18 18 事業者側で選定 

除熱機能 

崩壊熱量 

ウラン重量（kg） 177 177 174 最大値 

濃縮度（wt%） 約 2.9 約 2.9 約 3.4 最小値 

最高燃焼度（MWd/t） 28,500 34,000 40,000 40,000 事業者側で選定 

平均燃焼度（MWd/t） 26,000 34,000 34,000 34,000 事業者側で選定 

軸方向燃焼度分布 考慮 考慮 考慮 考慮 燃料調査より設定 

冷却期間（年） 24 18 18 事業者側で選定 

設計崩壊熱量（kW＊3） 

（キャスク 1 基あたり） 
9.78 13.6 15.3 14.6 ＯＲＩＧＥＮ2 コードによる燃焼計算結果 

燃料被覆管制限温度（℃） 
200 

（ライナなし） 

300 

（ライナあり） 

ＢＷＲ燃料は，ジルコニウムライナの有無によ

り，燃料被覆管温度制限が異なる。 

＊1：各機能における評価条件を赤太枠で示す。 

＊2：新燃料仮定の条件。冠水時の評価では無限増倍率 1.3 のガドリニアクレジットのモデルバンドルを使用。 

＊3：ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）では，新型８×８燃料を収納する場合に崩壊熱量を制限している。そのため，それぞれの評価条件で新型８×８燃料の燃料被覆管温度を評価している。 
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2.2 原子炉設置者による使用済燃料の収納時の措置について 

使用済燃料集合体をＢＷＲ用大型キャスク（以下「金属キャスク」とい

う。）に収納するに当たっては，基本的安全機能に関する評価で考慮した以

下に示す設計条件等を確保するため，契約先である原子炉設置者が収納した

使用済燃料集合体の状態が貯蔵上必要な条件を満足していることを，記録に

より確認する。 

なお，使用済燃料集合体の収納状態の確認に必要な事項については貯蔵基

本契約等で明確化するとともに，具体的な方法については基本設計方針検査

として使用前事業者検査要領書で明確化する。 

(1) 基本的安全機能に関する評価で考慮した設計条件について 

ａ．臨界評価 

解析に当たって考慮した因子についての条件及び範囲を第 2.2－1 表

に示す。 

ｂ．除熱機能 

解析に当たって考慮した使用済燃料集合体の燃焼度に応じた配置の条

件及び範囲を第 2.2－2 表及び第 2.2－1 図に示す。 

ｃ．遮蔽機能 

解析に当たって考慮した使用済燃料集合体の燃焼度に応じた配置の条

件及び範囲を第 2.2－2 表及び第 2.2－3 表に示す。 

なお，第 2.2－2 表において，「新型８×８ジルコニウムライナ燃料」

と「高燃焼度８×８燃料」を収納する場合を第 2.2－1 表の「配置Ａ」，

「新型８×８ジルコニウムライナ燃料」と「新型８×８燃料」を混載する

場合を同表の「配置Ｂ」，「新型８×８燃料」のみを収納する場合を同表の

「配置Ｃ」とした収納配置としている。 

(2) 使用済燃料集合体の収納状態について 

使用済燃料集合体の収納状態については，以下に示す原子炉設置者が行

った収納作業の記録を確認することにより行う。 

ａ．金属キャスクには，運転中のデータ，シッピング検査等により健全で

あることを確認した使用済燃料集合体を収納する。 

ｂ．金属キャスクは，使用済燃料集合体収納時にその内部を真空乾燥し，
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不活性ガスであるヘリウムガスを適切に封入する。その際，燃料被覆

管の制限温度を上回らないよう金属キャスク内部の圧力，真空乾燥時

間を管理するとともに，真空乾燥時のクリプトンガスのモニタリング

により燃料被覆管から漏えいのないことを確認する。また，使用済燃

料集合体の腐食等を防止するため，真空乾燥後の金属キャスク内部の

水分は，内部ガスの質量に対して 10％以下に管理する。 

ｃ．金属キャスクには，第 2.2－1～3 表に基づいて貯蔵する使用済燃料の

種類と配置を満足するように使用済燃料集合体を収納する。 

ｄ．収納時に使用した計測器等については，トレーサビリティーが確保さ

れていることを校正記録により確認する 

 

第 2.2－1 表 使用済燃料の臨界解析に当たって考慮した 

因子についての条件及び範囲 

金属キャスク 

の寸法（ｍ） 

全長：約 5.4 

外径：約 2.5 

最大収納 

体数（体） 
69 

バスケット 

の材料 
ボロン添加ステンレス鋼 

収納する使用済 

燃 料 の 種 類 
新型８×８燃料 

新型８×８ 

ジルコニウム 

ライナ燃料 

高 燃 焼 度 

８×８燃料 

最高燃焼度

（MWd/t） 
34,000 40,000 40,000 

原子炉から 

取出後の期間 

（年以上） 

24 18 18 
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第 2.2－2 表 解析に当たって考慮した使用済燃料集合体の燃焼度に応じた配置の条件及び範囲 
キャスクの名称 タイプ２Ａ 

収納する 

使用済燃料集合体 
①新型８×８ジルコニウムライナ燃料 ， ②高燃焼度８×８燃料 ， ③新型８×８燃料 

収納配置 

①のみ収納 

②のみ収納 

①及び②を収納 

①及び③を収納 ③のみ収納 

  

 

 

 

 

 

 

：平均燃焼度を超える使用済燃料集

合体の収納範囲 

：新型８×８燃料を収納しない範囲 ：平均燃焼度を超える使用済燃料集

合体の収納範囲 

収納物平均燃焼度 34,000 MWd/t 34,000 MWd/t 26,000 MWd/t 

収納物最高燃焼度 40,000 MWd/t 34,000 MWd/t 28,500 MWd/t 

冷却期間 18 年以上 24 年以上 24 年以上 

最大崩壊熱量 12.1 kW/基 10.9 kW/基 8.0 kW/基 

収納配置と燃料仕

様の選定の考え方 

燃焼度及び冷却期間を制限し，新型８×８ジルコ

ニウムライナ燃料の最大崩壊熱量と線源強度を超

えないような高燃焼度８×８燃料を収納する。 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料及び高燃焼

度８×８燃料の燃料被覆管制限温度は同一である

ことから，従来の新型８×８ジルコニウムライナ燃

料の評価結果に包絡され，中央部に最高燃焼度燃

料，外周部に平均燃焼度燃料を配置する。 

燃焼度，冷却期間を制限し，収納配置を管理し，

配置Ｃよりも高い燃焼度の新型８×８燃料の燃料

被覆管温度の制限値を満足するように，新型８×

８ジルコニウムライナ燃料と新型８×８燃料を収

納する。 

新型８×８ジルコニウムライナ燃料の最高燃焼

度を 34,000MWd/t 以下に制限するとともに，中央

部には新型８×８燃料を収納しない配置としてい

る。 

燃焼度及び冷却期間を制限し，新型８×８燃料を

すべて収納しても，燃料被覆管温度の制限値を満足

するような新型８×８燃料を収納する。燃料被覆管

の温度を安全側に評価するように，平均燃焼度を超

える燃料を中央部に配置している。燃焼度及び冷却

期間の条件から配置Ａの線量当量率を超えること

はない。 

配置Ａ 配置Ｂ 配置Ｃ 
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第 2.2－3 表 ＢＷＲ用大型キャスク(タイプ２Ａ)の線源強度 

注)：収納配置の範囲内で，最大の燃焼度の使用済燃料集合体を収納した場合の値。 

 

  

使用済燃料の種類 
新型８×８ジルコニ

ウムライナ燃料 
高燃焼度８×８燃料 

新型８×８ジルコニウ

ムライナ燃料と 

新型８×８燃料 

新型８×８燃料 

線 

源 

強 

度 
注) 

燃料有効部のガンマ線の線

源強度(photons/s) 
8.9×1016 8.9×1016 7.1×1016 5.8×1016 

構造材放射化ガンマ線の線

源強度(60Co：Bq) 
1.3×1014 1.3×1014 5.5×1013 4.6×1013 

全 中 性 子 源 強 度 

(n/s) 
1.4×1010 1.0×1010 7.5×109 2.9×109 

収納配置 

(第 2.2－2 表） 
配置Ａ 配置Ａ 配置Ｂ 配置Ｃ 

(キャスク１基当たり) 
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3. ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）の搬出に向けたＲＦＳの備えに関する補足事項 

3.1 基本的考え方 

ＲＦＳで貯蔵する金属キャスク（容器）は，異常時や貯蔵後の搬出に備え，

原子炉設置者による原子炉等規制法第五十九条第三項に基づく容器承認の有

効性を確認する。 

 

3.2 ＲＦＳでの貯蔵中に行う検査 

ＲＦＳでの貯蔵中には，ＲＦＳの定期事業者検査に加え，容器承認維持のた

めに原子炉設置者が行う検査（第 3－1表「容器承認維持のための検査」）※１を

行う必要がある。 

ＲＦＳでは，金属キャスクについて，日本原子力学会標準「使用済燃料貯蔵

施設設計用金属キャスクの安全設計及び検査基準：2010」（2010 年 7 月）（以

下「原子力学会標準」という。）の「貯蔵期間中検査（貯蔵機能維持確認検査）」
※２を参考に，基本的安全機能の健全性を維持するために必要な定期事業者検

査（第 3－1表「ＲＦＳが行う定期事業者検査（案）」）を検討している。 
 

※１：原子炉設置者の容器承認書（製造番号：HDP-69B 型 1 号機）「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関

する事項」には，核燃料輸送物設計承認書（平成 31年 3月 29 日付け原規規発第 1903293 号，核燃料輸送物の

名称：HDP-69B 型）「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項」を遵守して実施することとされ

ている。 

さらに，「核燃料物質等の工場又は事業所の外における運搬に係る核燃料輸送物設計承認及び容器承認等に関

する申請手続きガイド（令和 2 年 2 月 原子力規制委員会）」（以下「容器承認手続きガイド」という。）に基づ

き，同核燃料輸送物設計承認書「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項」により承認された

核燃料輸送物設計承認申請書別紙「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱い方法」に記載した検査（緩衝体

及び三次蓋の目視検査の記録確認を含む。）を行う必要がある。 

※２：緩衝体及び三次蓋は検査対象に含まれていない。 
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第 3－1 表 ＲＦＳでの貯蔵中に行う検査の概要 

原子炉設置者が行う 

容器承認維持のための検査※１ 

ＲＦＳが行う定期事業者検査（案） 

（以下に示す原子力学会標準の貯蔵期間中検査（貯蔵機能維持確認検査）をベースとする。）  

外観検査 
・輸送容器の外観検査を行う。 

外観検査 

・金属キャスクの設置位置，設置状態について目視にて確

認する。※２ 

・金属キャスク（トラニオン部含む。）及び金属キャスク

支持架台について目視にて確認する 吊上検査 
・輸送容器のトラニオン部の外観検査を行う。 

気密漏えい 

検査 

・輸送容器の二重蓋間圧力検査を行う。 二重蓋間 

圧力検査 

・二重蓋間の連続監視記録を確認する。 

遮蔽検査 
・代表容器の遮蔽性能検査を行う。 遮蔽性能 

検査 

・代表キャスクについて，キャスク表面線量当量率測定を 

貯蔵中定期的に行う。※３ 

未臨界検査 

・輸送容器の未臨界検査を行う。 

未臨界検査 

・発電所搬出前の未臨界検査及び収納物検査を確認する。 

・貯蔵期間中の外観検査，二重蓋間圧力検査及び表面温度 

検査を確認する。 

－ － 
表面温度 

検査 

・金属キャスクの表面温度を測定する。 

熱検査 
・代表容器の伝熱検査を行う。 

伝熱検査 
・代表キャスクについて，各部温度を測定するか，貯蔵中

の表面温度検査の記録を貯蔵中定期的に確認する。※３ 

※１：容器承認手続きガイドに基づき，核燃料輸送物設計承認書（平成 31年 3月 29 日付け原規規発第 1903293 号，核燃料輸送物の名称：HDP-69B 型）

「輸送容器の保守及び核燃料輸送物の取扱いに関する事項」により承認された核燃料輸送物設計承認申請書別紙「輸送容器の保守及び核燃料輸

送物の取扱い方法」に記載した検査（緩衝体及び三次蓋の外観検査を含む。）を行う。 

※２：緩衝体及び三次蓋は検査対象に含まれていない。 

※３：金属キャスクの貯蔵期間中検査の考え方を踏まえて，6～10年の長期間に1回程度の頻度で検査を行うこととする。
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3.3 ＲＦＳでの貯蔵中に行う検査への対応方針 

ＲＦＳで貯蔵する金属キャスク（容器）については，異常時や貯蔵後の

搬出に必要な容器承認の有効性を確保するため以下の対応を行う。 

ａ．搬入時の対応方針 

搬入する金属キャスクは，原子炉等規制法第五十九条に基づく承認を

受けた容器であることを確認する（貯蔵開始時の検査に関する対応であ

るため，「別添Ⅲ ２ 工事の方法（金属キャスク）」の「3. 工事上の

留意事項」に記載する）。 

ｂ．貯蔵中の対応方針 

貯蔵開始以降の異常時や貯蔵後の搬出に備え，同条に基づく原子炉設

置者が行う容器承認維持のための検査に対して必要な助勢やデータ提

供を行う。 

以上の措置（検査の分担等）について，金属キャスクの搬入前に搬出

元である原子炉設置者との間で取り決めを行い，貯蔵期間中における原

子炉設置者が行う当該措置の履行状況を確認する（貯蔵開始後の維持管

理に関する対応であるため，「別添Ⅰ 2.1 使用済燃料貯蔵設備本体」

の金属キャスクの基本設計方針に記載する）。 

なお，当該措置の履行状況について確認することを保安規定に定め運

用する。 
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4. 使用済燃料の多様化に伴うＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）の溶接検査の

取り扱いに関する補足事項 

新規制基準施行前の法第四十三条の十に基づき，ＢＷＲ用大型キャスク（タ

イプ２）であって溶接をするものについて受けた検査（以下「溶接検査」とい

う。）に関し，ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）使用前事業者検査への取

り扱いについては以下の通りとする。 

4.1 ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）の溶接検査の状況 

(1) 新規制基準施行前に認可を受けて製作を開始したＢＷＲ用大型キャス

ク（タイプ２）のうち 1基（1号機）は，以下の通り溶接検査合格証を受

領している。 

・溶接検査合格証 10 サ計受溶－0002（2011 年 1 月 17 日） 

・溶接検査合格証 11 サ計受溶－0007（2012 年 11 月 30 日） 

(2) さらに，既に製造に着手している他のＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）

の主要な耐圧部の溶接部については，溶接検査項目の一部が終了している

状況である。 

 

4.2 溶接に係る使用前事業者検査における溶接検査の記録の活用の考え方 

(1) ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）で使用済燃料を貯蔵する施設は，2010

年 5 月に事業許可を取得し，同年 8月に設工認の認可を受けた。 

(2) ＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）の製造に着手し，1基については主

要な耐圧部の溶接部の溶接検査に合格し，他のＢＷＲ用大型キャスク（タ

イプ２）については溶接検査項目の一部が終了した。 

(3) その後，新規制基準が施行されたことから，新規制基準への適合と多様

な使用済燃料を収納できるＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２Ａ）を追加さ

せた事業変更許可を 2020 年 11 月 11 日に取得した。 

(4) 設工認については，効率的に多様な使用済燃料を収納できるように，審

査中の変更申請は取り下げて既設工認の変更申請を行い，既に製造に着手

しているＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）をＢＷＲ用大型キャスク（タ

イプ２Ａ）として製造することとした。 

(5) 既に製造に着手しているＢＷＲ用大型キャスク（タイプ２）の主要な

耐圧部の溶接部については，溶接検査に合格又は溶接検査項目の一部が

終了していることから，受領した溶接検査合格証及び作成済みの溶接検

査の検査記録を溶接に係る使用前事業者検査において活用する。 

なお，既認可に基づき作成した検査記録を活用することについては，令

和 2年 12 月 23 日の審査会合で説明済みである。 
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(6) 既認可に基づき作成した検査記録を活用するに当たり，「4.1 ＢＷＲ用

大型キャスク（タイプ２）の溶接検査の状況」(1)に示す溶接検査に合格

した範囲については、技術基準規則第 14 条（材料及び構造）第 1 項第 3

号に適合するものとして取り扱う。 

 

以 上 


